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本日のお話し

1. なぜ地域で脱炭素・GX？

2. 気候変動についての藤野の理解

3. 第二次トランプ政権の影響
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１．なぜ地域で脱炭素・GXをやったほうが良いのか？
藤野の理解

1. 気候災害から自らの身を守るため。たとえば、高断
熱・高気密の高性能建築物は寒さを防ぐだけでなく、
暑熱対策にもなる。

2. 日本は掘っても化石燃料が出てこず買うしかない。
まずは省エネ（ディフェンス）、そして再エネ等
（オフェンス）。

3. 地域資源を地域のヒト・モノ・カネで活用すること
で地域経済を太くし、雇用を生み出し、子育てしや
すい環境に。
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断熱・気密効率が低く
冬寒く・夏暑い
建築物・住宅からの
熱エネルギー流出
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主に海外から輸入している
化石燃料

断熱・気密効率が低く
冬寒く・夏暑い
建築物・住宅からの
熱エネルギー流出効率の悪い（古い）

設備での産業活動による
過剰なエネルギー使用 燃費の悪い移動手段、

スプロールしたまちでの
過大な移動エネルギー消費

日本のまちはさながら、
エネルギーを駄々洩れ
している施設・機器に、
海外から輸入している
CO2をたくさん出す

エネルギーを、垂れ流し
込んでいるようなもの

つまり、CO2は
たくさん出て、
エネルギー代は
地域外に流出する

「もったいない」状態
気候正義でもない

いろんな穴の
空いたバケツに

灰色のエネルギーを
ジャブジャブ投入
しているような状態
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①穴をふさぐ（省エネ）

脱炭素を
バケツを使ってたとえるなら



https://hakuba-sdgs-lab.org/200919_hhs-insulation

たとえば、家庭や建築物の脱炭素対策

断熱リフォーム＋再エネ活用

まずは内窓、二重窓や
省エネ機器への切り替えも大事！

高校生が専門家や地域の方々の
支援を受けて教室をDIY断熱化
→いろんな地域で広がっている
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https://www.longlife-lab.jp/journal/1582/
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鳥取県HP「NE-STとは」
https://www.pref.tottori.lg.jp/308449.htm
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https://bit.ly/3WZZuX0

3.11 あの日から10年…。これからの住宅

2021-03-11
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気密が良かった事と、基礎断熱であった事がポイントだと思います。復旧作業で何十
棟ものお家を見ましたが、床断熱の家は、土台の通気パッキンや床点検口から水が入
り、床下、床上浸水する事例が非常に多かったです。
この家は電気が一か月来なかったのですが、無暖房で20℃をキープしました。また、
母屋に手押しポンプの井戸と薪のお風呂があり、水にもお風呂にも寒さにも困らない
とご家族に感謝されましたが、被害に遭われたご近所の避難所となり、非常に喜ばれ
たそうです。
その後、私が撮影した写真は「東北の住まい再生」という岩手県後援の冊子に「命を
守ってくれた家」として掲載されました。

https://bit.ly/3WZZuX0

3.11 あの日から10年…。これからの住宅

2021-03-11
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青森県の課題



新潟県



青森県のめざす姿と課題
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①穴をふさぐ（省エネ）

②綺麗な水をそそぐ（再エネ等）

脱炭素を
バケツを使ってたとえるなら
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IRENA、「2020 年、世界の再生可能エネルギー導入容量が過去最高に」2021年4月5日
https://www.irena.org/-/media/Files/IRENA/Agency/Press-Release/2021/Apr/IRENA-Capacity-Stats-2020_Press-
Release_Japanese.pdf?la=en&hash=0C99521D03B887ED48DCDF939252539829684B03

世界と日本の事業用太陽光の発電コスト
（LCOE：均等化発電原価）

世界で2020年の1年間に
新設された再エネは
260GW（10億ワット）
日本国内の総電力容量
も同規模の260GW）。

化石燃料による
火力発電は60GW。

国別再エネ新設分の
1位は136GWの中国、
2位は29GWの米国
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非再エネの増加分 再エネの増加分 再エネの割合

新
規
電
源
の
再
エ
ネ
シ
ェ
ア 世界で新設されている電源の

80%以上は再エネ

IRENA, Renewable Capacity Statistics 2024
https://www.irena.org/Publications/2024/Mar/Renewable-capacity-statistics-2024
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2050年の発電電力の構成
発電電力の構成（2020～2050年）

【キーポイント】IEAネットゼロシナリオでは太陽光・風力等の再エネが大幅に拡大する
（ただし、この結果はコスト想定等に依存するため、その検証作業が肝要）

IEAネットゼロシナリオの主な結果：2050年までのエネルギーシステム転換の姿

• 2050年に再エネ比率が約90%まで増加
（そのうち太陽光と風力が約70%）

• 残りの10%は、原子力、水素ベース燃料、および
化石燃料+CCUS

石炭火力発電電力量（技術別）

・CCUS付き石炭火力
・若干のアンモニア発電

太陽光・風力

水力・
その他再エネ

• 2050年の石炭火力発電はCCUS付き石炭火力設備または
アンモニア発電設備に転換（下図）

• CCUS無し火力発電設備は2040年までにフェーズアウト
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https://www.iges.or.jp/jp/pub/iea-2050netzero/ja
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①穴をふさぐ（省エネ）

②綺麗な水をそそぐ（再エネ等）

③適切なサイズへ＋気候適応

脱炭素を
バケツを使ってたとえるなら

地域の資源で地域を豊かにする！
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地域脱炭素ロードマップのキーメッセージ

地域脱炭素は、地域課題を解決し、地域の魅力と質を向上させる地方創生に貢献

① 一人一人が主体となって、今ある技術で取り組める

② 再エネなどの地域資源を最大限に活用することで実現できる

③ 地域の経済活性化、地域課題の解決に貢献できる

経済・雇用

再エネ・自然資源
地産地消

快適・利便

断熱・気密向上
公共交通

循環経済

生産性向上
資源活用

✓我が国は、限られた国土を賢く活用し、面積当たりの太
陽光発電を世界一まで拡大してきた。他方で、再エネを
めぐる現下の情勢は、課題が山積（コスト・適地確保・
環境共生など）。国を挙げてこの課題を乗り越え、地域
の豊富な再エネポテンシャルを有効利用していく

✓一方、環境省の試算によると、約9割の市町村で、エネル
ギー代金の域内外収支は、域外支出が上回っている
(2015年度)

✓豊富な再エネポテンシャルを有効活用することで、地域内
で経済を循環させることが重要

防災・減災
非常時のエネル
ギー源確保
生態系の保全

～地方からはじまる、次の時代への移行戦略～

2021年
6月



２．気候変動についての藤野の理解

1. 気候変動は既に起こっているし、日本の気候
変動被害は大きい。

2. 日本は掘っても資源が出てこないし、もはや
生活防衛の話。

3. 気候対策を成長の源泉にするのがGX。
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https://climate.copernicus.eu/global-climate-highlights-2024

コペルニクス気候変動サービスによると、
2024年の世界平均気温は、産業革命前と
比べて1.5℃以上上昇し、観測史上最高を
記録した

2025年
1月30日



気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第 6 次評価報告書第 1 作業部会報告書（自然科学的根拠） 政策決定者向け要約（SPM）の概要より
27

産業革命以前に比べて

すでに1.09℃
人為起源で1.07℃
上昇

2021年8月9日



第6次評価報告書（AR6）
第1作業部会（WG1）報告書

「人間の影響が大気、海洋
及び陸域を温暖化させてきた
ことには疑う余地がない」

2021年8月9日
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https://www.sonysonpo.co.jp/fire/fp019.html

2022年10月の火災保険料引上げの主因は、2018

年～2019年の大規模な自然災害により、過去に
例を見ない1兆円超もの損害保険金が2年連続で
支払われたこと、そして2020年にも、大規模な
自然災害が発生したことにあります。そのため、
将来の保険金支払いに充てるのに必要な火災保険
料の引上げを余儀なくされることになったのです。

29



火災保険は火災のみならず、風水災などの自然災害による建物
や家財の損害でも補償を受けることが可能です。近年は気候変
動の影響もあり、各地で風水災による被害が相次いでいます。
そのため、風水災等による損害に対する保険金支払いが増えて
おり、火災保険は恒常的な赤字収支が続く現状があります。

https://www.sonysonpo.co.jp/fire/fp019.html
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https://www.sonysonpo.co.jp/fire/rsc_014.html
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https://www.joetsu.ne.jp/273529



https://www.joetsu.ne.jp/273529



https://www.joetsutj.com/2025/02/06/143345



https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/kikitaisaku/yukinohigai-r6.html



https://www.pref.niigata.lg.jp/uploaded/attachment/437643.pdf



https://mainichi.jp/articles/20250105/k00/00m/040/065000c
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https://mainichi.jp/articles/20250105/k00/00m/040/065000c
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https://mainichi.jp/articles/20250105/k00/00m/040/065000c
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JPCZ (Japan sea Polar air mass Convergence Zone)日本海寒帯気団収束帯

https://www.mie-u.ac.jp/R-navi/release/cat775/post-63.html
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https://www.mie-u.ac.jp/R-navi/release/cat775/post-63.html
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42
https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/bosai/kishojoho_senjoukousuitai.html#b

大気中に含まれる水蒸気量は
気温が1度上昇すると7%増加する



BS-TBS「報道1930」2024年8月8日（木）
https://www.youtube.com/watch?v=eCie4UdgolI
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2024年
8月8日
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BS-TBS「報道1930」
2024年8月8日（木）
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BS-TBS「報道1930」
2024年8月8日（木）
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BS-TBS「報道1930」
2024年8月8日（木）
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BS-TBS「報道1930」
2024年8月8日（木）
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BS-TBS「報道1930」
2024年8月8日（木）
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BS-TBS「報道1930」
2024年8月8日（木）
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BS-TBS「報道1930」
2024年8月8日（木）
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BS-TBS「報道1930」
2024年8月8日（木）
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BS-TBS「報道1930」
2024年8月8日（木）
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BS-TBS「報道1930」
2024年8月8日（木）



３．第二次トランプ政権による温暖化対策の転換が
新潟県に及ぼす影響と対策（3つのシナリオ分析）

アメリカの第二次トランプ政権は、パリ協定からの離脱や化石燃
料産業の再興を進める可能性が高く、これにより国際的な温暖化
対策の枠組みや市場動向に大きな変化が生じる可能性があります。

新潟県も例外ではなく、気候変動政策、エネルギー施策、経済活
動に影響を受ける可能性があります。

以下、3つのシナリオを想定し、それぞれの影響と取るべき対策
を分析します。



新潟県の取り組みの特徴

1. 高気密・高断熱住宅の推進：新潟県は、寒冷な気候特性を踏まえ、
断熱性能を高めた「雪国型ZEH」の普及を推進しています。これ
により、住宅の省エネ化が進み、県民の健康維持やCO₂削減に寄
与しています。

2. 地球温暖化対策の計画策定：新潟県は、「新潟県地球温暖化対策
地域推進計画」を策定し、2050年までに温室効果ガス排出量実質
ゼロを目指しています。この計画に基づき、地域レベルでの温暖
化対策を推進しています。

3. エネルギー自給率向上への取り組み：再生可能エネルギーの導入
や省エネ施策を推進し、エネルギー自給率の向上を図っていま
す。これにより、エネルギーの安定供給での強化が期待されてい
ます。



新潟県がさらに取り組めること

1. 既存住宅の省エネ化：新築住宅だけでなく、既存の住宅や建
築物の省エネ化を進める必要があります。特に、断熱性能の
低い住宅の改修を促進し、全体的なエネルギー効率を高める
ことが求められます。

2. 中小企業への支援強化：省エネ機器の導入に対する経済的負
担が大きい中小企業や低所得世帯への支援を強化することで、
エネルギー費高騰への対応を図る必要があります。

3. 再生可能エネルギーのさらなる導入：地域特性に適した再生
可能エネルギーの導入をさらに推進し、エネルギー自給率の
向上を目指すべきです。これにより、エネルギーの安定供給
や防災力の強化が期待されます。



シナリオ1：国際的な温暖化対策の後退による影響

影響
• 国際的な合意形成の停滞：アメリカの温暖化対策の後退により、世界的な脱
炭素化の動きが鈍化し、他国の取り組みも後退する可能性がある。

• CO₂排出削減の国際圧力低下：企業や自治体の温暖化対策へのインセンティ
ブが低下し、国内での再生可能エネルギー導入や省エネ推進が鈍る恐れ。

• 気温上昇・災害リスクの増加：長期的には地球温暖化の進行が加速し、新潟
県における豪雨・高潮・台風被害のリスクが高まる。

取るべき対策

• 地域主導での脱炭素化推進：新潟県独自の温暖化対策目標を強化し、企業や
市民との連携を深める。

• 自治体間連携の強化：EUや他の日本の自治体（東京都、大阪府など）と連携
し、地域レベルでの気候変動対策を推進。

• 適応策の強化：高潮対策の防潮堤強化、気候変動に適応した農業技術の導入
など、災害対策を優先。



シナリオ2：化石燃料価格の変動による影響

影響
• エネルギー価格の変動：アメリカが化石燃料生産を拡大し、短期的にはエネル
ギー価格が下落。しかし、長期的には地政学リスクや供給過剰による変動が続く。

• 再生可能エネルギーの競争力低下：安価な化石燃料の供給増加により、再エネ発
電のコスト競争力が一時的に低下し、新潟県内の再エネ事業に影響を与える。

• 電気・ガス料金の影響：家庭用・企業向けエネルギーコストが変動し、高気密・
高断熱住宅などの省エネ施策の導入スピードに影響。

取るべき対策

• 再生可能エネルギー導入の加速：新潟県内での太陽光・風力発電の導入を支援し、
エネルギー自給率向上を目指す。

• 省エネ対策の強化：高気密・高断熱住宅の普及支援を進め、長期的なエネルギー
コスト削減を図る。

• エネルギー供給の多様化：地域での小規模水力発電や地熱発電の開発を推進し、
エネルギー価格の変動に対応できる体制を構築。



シナリオ3：新潟県の産業競争力への影響

影響
• 国際市場での規制差異の拡大：アメリカが環境規制を緩和し、日本やEUと異な
る環境基準を採用することで、輸出企業の対応が複雑化。

• グリーン成長市場の変化：日本企業が進めるカーボンニュートラル技術や脱炭素
製品の市場競争力に影響を与える可能性。

• 地場産業（農業・製造業）への影響：気候変動が進行すると農業生産の不安定化、
製造業のサプライチェーン変化が予測される。

取るべき対策

• 国際市場を見据えた産業戦略：新潟県の企業が脱炭素型の技術・製品を強化し、
EUやアジア市場への輸出を拡大。

• グリーン投資の促進：環境技術への投資を拡大し、地元企業がカーボンニュート
ラル分野で競争力を確保。

• 農業分野での気候適応策：高温耐性の作物導入、スマート農業技術の活用を進め、
気候変動リスクに備える。



トランプ第二次政権に対しての提言
新潟県は、アメリカの温暖化政策の後退による影響を受ける可能性があ
るが、地域主導での気候変動対策とエネルギー自給の強化によりリスク
を低減できる。

• 国際的な温暖化対策の停滞に対応するため、県独自の目標を掲げる

• エネルギー価格の変動リスクを抑えるため、再生可能エネルギーと省エ
ネ施策を推進

• 産業競争力を維持・向上させるため、グリーン技術への投資と市場戦略
を強化

新潟県が脱炭素社会の実現に向けて、国際動向に左右されず、地域レベ
ルでの持続可能な発展を目指すことが最も重要な戦略となるでしょう。
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https://niigata-jigyousyashien-cn.jp/tool/

「脱炭素経営」「新潟県」で検索！
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https://niigata-jigyousyashien-cn.jp/tool/
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https://niigata-jigyousyashien-cn.jp/tool/
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内閣官房「GX実行会議（第１３回）」（2024年10月31日）
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/gx_jikkou_kaigi/dai13/index.html

2024年
10月
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https://www.meti.go.jp/press/2024/07/20240722001/20240722001.html



79

人為起源のCO2の累積排出量

気
温
の
上
昇

IPCC
AR6
図SPM.10

気温の上昇とCO2累積
排出量がほぼ比例関係
＝ CO2排出が増えると

気候変動が進行

気候変動がもたらす
地域間・世代間格差

気候正義 Climate Justice



2023年3月
IPCC第６次評価報告書
統合報告書（最新！）
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なんのために地域脱炭素・GXを
地域がするのか？

防災
健康

経済（雇用）
→ 子育てしやすい環境づくり

将来世代に私たちが残せるもの
（残してはいけないもの）は何か？
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